
重点的な取り組みの進捗状況について

資料２



○本計画では、以下３つを「重点的な取り組み」とし、今後の方向性に基づいて計画を実行することとしている。

（今後の方向性）
○人材、役割等について、関係団体から意見聴取をし、制度化を図る。
○既存の活動である小地域福祉ネットワーク活動や、地域福祉推進委員との関連性を整理する。
○既存のボランティア団体との連携強化

（今後の方向性）
○校（地）区における話し合いの場づくりと、その場を通じた校（地）区社協活動計画の策定支援
○市社協の組織力強化及び地域担当制の強化
○計画策定にあたっては、地域の実情に応じて地域福祉活動の担い手の育成支援に取り組む。

（今後の方向性）
○本取り組みを、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉、その他の福祉に関し、共通して取り組むべき
事項とする。
○総合相談窓口の設置と、それに対応するための市の体制整備や専門人材の養成
○地域福祉推進の中核を担う市社協への支援強化
○福祉協力員（仮称）や民生委員児童委員庁内サポート体制を通じた、民生委員・児童委員活動の負
担軽減への検討

福祉協力員（仮称）の配置・支援（計画冊子８１Ｐ）

校（地）区社協活動の充実（計画冊子８３Ｐ）

包括的な相談支援体制の構築（計画冊子８５Ｐ）
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重点的な取り組みについて
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取り組み１ 福祉協力員（仮称）の配置・支援

取り組み２ 校（地）区社協活動の充実

取り組み３
包括的な相談支援体制の構築
（Ⅰ）市の体制整備（包括的な相談支援体制）
（Ⅱ）市社協への支援強化
（Ⅲ）民生委員・児童委員活動の負担軽減
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①令和元年度～令和３年度までの進捗



モデル事業について
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②令和４年度からの取り組みについて（再掲）
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敷戸校区 宗方校区

検証内容
校区内での助け合い活動の推進 校区内での交流活動の推進

校区内での助け合い活動の推進

担い手の配置状況
8自治会中3自治会で取組を開始。 13自治会中、5自治会（うち、4自

治会は連合自治会単位）で取組実
施に向けた協議を開始。

③令和４年度の実績
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取り組み１ 福祉協力員（仮称）の配置・支援

取り組み２ 校（地）区社協活動の充実

取り組み３
包括的な相談支援体制の構築
（Ⅰ）市の体制整備（包括的な相談支援体制）
（Ⅱ）市社協への支援強化
（Ⅲ）民生委員・児童委員活動の負担軽減



令和１年度～令和３年度の主な実績
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①令和元年度～令和３年度までの進捗



令和４年度の実績
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【令和４年度実績】

②令和４年度の実績



テーマ 日時 地域福祉
推進委員

その他校（地）区
社協関係者

登録
ボランティア 計

①withコロナの地域福祉活動令和4年7月28日（木） 15名 16名 13名 44名
②地域連携を考える

～学校×地域～ 令和4年9月1日（木） 16名 16名 20名 52名
③認知症を地域で支える 令和4年10月26日（水） 23名 19名 24名 66名
④取組発表

～活動の担い手づくり～ 令和4年11月22日（火） 11名 17名 15名 43名
累計 65名 68名 72名 205名
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（参考資料）令和４年度校（地）区社協活動研修会実施状況
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取り組み１ 福祉協力員（仮称）の配置・支援

取り組み２ 校（地）区社協活動の充実

取り組み３
包括的な相談支援体制の構築
（Ⅰ）市の体制整備（包括的な相談支援体制）
（Ⅱ）市社協への支援強化
（Ⅲ）民生委員・児童委員活動の負担軽減



令和元年度 令和２年度 令和３年度

国の
動向

【R元年１２月】
●厚生労働省が設置する外部有識者で構
成された検討会「最終報告」にて、 「包括的
な相談支援、参加支援、地域づくりに向けた
支援」の３つの支援の一体的に行う事業を創
設すべきという提言。

【令和２年３月】
〇関連法の改正案が国会に提出

【令和２年６月】
●改正社会福祉法が公布され、包括的な支援
体制の全国的な整備を推進するための新たな事
業が任意事業として創設

【令和３年４月】
●改正社会福祉法が施行

市

【R元年１２月】
●２部局９課（現１０課）の課⾧会議に
て検討開始

【R２年８月】
●詳細を２部局１０課の担当者会議にて検討
開始

策定委
員会

【令和２年２月】
●国の動向および市の状況について報告

【令和２年２月】
●以下の取組が必要な旨の報告
①各種支援・相談サービスの課題等の現状把握
②既存事業と必要な取り組みの関連性の整理
③庁内各課の連携の強化
④庁内各課及び各相談支援機関間との連携・
協力体制の強化

●実施時期を令和３年度から令和４年度に変
更

【令和３年２月】
●総合相談窓口の設置ではなく、様々な相
談機関でこれまで培ってきた各分野の専門性
をいかしながら、相談を受けとめる意識づくりや、
各相談機関が連携する以下の取り組みを令
和４年度から実施する旨報告。

①「相談を受け止める」意識づくり
②連携強化に向けた体制づくり
③多機関協働事業の実施
④重層的支援会議の実施
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令和３年度末:課⾧会議１２回、担当者会議１９回開催

市の体制整備（包括的な相談支援体制） ①令和元年度～令和３年度までの進捗（Ⅰ）
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〇令和４年度においても、庁内連携課⾧会議を３回、庁内連携担当者会議を５回実施し、引き続き「包括的な支援体制」
の構築に向け議論してきた。

課⾧会議を令和元年１２月から総計１５回開催（令和５年１月時点）

担当者会議を令和２年８月から総計２５回開催（令和５年１月時点）

〇包括的な相談支援体制の取り組みとして、本市では令和４年度から以下の取り組みを行うことを令和４年２月の策
定委員会で報告

課題解決に向けた取り組み
Ⅰ）「相談を受け止める」意識づくり

・スキルアップや意識改革を目的として、「相談支援」や「連携」に関する研修を実施する。
・必要な関係機関につなぎやすくするため、「サービス」「相談機関」を一覧にし「見える化」を行う。

Ⅱ）連携強化に向けた体制づくり

・関係する機関と情報の共有を図り、早期の解決を目指すために「相談を受け付ける共通の帳票」の活用を行う。
・課内職員からの相談に対する助言や、他課への円滑なつなぎの支援を行う役割を担う「連携サポーター」を配置する。

Ⅲ）多機関協働事業の実施

・各支援関係機関の役割分担、支援の方向性の整理といった、事例全体の調整機能、支援者を支援する役割を実施す
る。
Ⅳ）重層的支援会議の実施

・多機関協働事業で扱う⾧期支援が必要な事例について、支援プランの適切性の検討等を行い、複合的な課題の解決に
向けた方法や関係機関との役割分担などを行う会議を実施する。

市の体制整備（包括的な相談支援体制）②令和４年度からの取り組みについて（再掲）（Ⅰ）

（Ⅰ） 市の体制整備（包括的な相談支援体制） ③令和４年度の実績（検討状況）

【参考】



②連携強化に向けた体制づくり

③④多機関協働事業・重層的支援会議の実施

【つなぎ・連携シート】

〇従来のつなぎ・連携方法である「電話」「メール」「対
面」に加えた「共通の帳票」＝つなぎ・連携シートを作成

〇市役所関係課、地域包括支援センター、大分市社
会福祉協議会、地域包括支援センター、障がい者相談
支援事業所などに配布

【相談実績】１５件

【重層的支援会議の実績】０件（理由:本人同意が
取れない、虐待事案に移行、事案が円滑に進み始めた
など） 14

【連携サポーター】

〇「既存の取り組みをルール化・制度化」を目的に、市
役所各課同士の更なる円滑な連携を図るため、福祉保
健部、子どもすこやか部の関係課に計１９名連携サ
ポーターを配置。
〇各課に「相談できる」人が増える（いる）＝他課同士
の横のつながり（連携）の強化が図れた。

①「相談を受け止める」意識づくり

【専門職員研修】

〇市役所職員、地域包括支援センターをはじめとした各相談
支援機関の職員（４８名）
〇令和４年５月２７日
〇厚生労働省および立教大学の講義、実際の困難事例によ
るグループワークの実施など

【新規配属職員研修】

〇福祉関係課に新規配属された職員（４７名）
〇令和４年７月１５日
〇元厚生労働省出向職員（現臼杵市役所職員）の講義、
窓口相談事例による個人ワークなど

【サービス一覧表】

〇市の事業だけでなく、国や県などのサービス（事業）を一覧
表にして作成し、 、地域包括支援センターをはじめとした各相
談支援機関に配布（約１８０のサービスを掲載）

【相談機関一覧表】

〇市の相談機関だけでなく、国や県などの相談機関を一覧表に
して作成し、 地域包括支援センターをはじめとした各相談支援
機関に配布（約１３０の相談機関を掲載）

市の体制整備（包括的な相談支援体制）④令和４年度の実績（Ⅰ）
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社会福祉法の規定に基づき地域福祉推進の中核を担う市社協へ、運営補助金などを通じた支援の強化を図りました。
○大分市社会福祉協議会運営補助金（市社協職員の人件費についての補助金）
○大分市社会福祉協議会福祉推進事業費補助金（小地域福祉ネットワーク活動等、市社協の事業についての補助金）

令和元年から４年にかけて、職員が増員され、地域福祉に従事する人的資源の確保が図られ、小地域福祉ネットワーク事業などの既
存事業の継続や新たな事業が展開され、地域福祉の推進に寄与することが出来たと思われます。
引き続き、運営補助金や福祉推進事業費補助金などを通じた支援を行い、人的資源の確保や地域福祉の推進が図れる事業の強
化、展開が出来るよう努めていきます。

課
題

これまで、改選時期に次のような意見があった・・・・・・・
〇新任者が退任者に気を遣い、退任後あまり引継ぎについて質問等を行うことができない。
〇退任者から新任者へ十分引継ぎが行われない際に、校区民児協会⾧に負担がかかる。
〇引継ぎ時に、退任した委員が万が一怪我等した場合の補償が定められていない。 など

制
度
概
要

①サポーター 一斉改選で民生委員・児童委員を退任する人
②任期 令和４年１２月１日～令和５年１月３１日（一斉改選による事務引継ぎ期間）
③活動内容 活動の引継ぎに伴う同行訪問や助言等の支援
④選任・委嘱 選任は必須ではなく選択制で、校（地）区民児協会⾧が市に推薦し、市⾧が委嘱
⑤活動費 月額３，０００円×２か月
⑥保険 大分市市民活動等保険に加入

想
定
さ
れ
る
効
果

〇退任者の身分を明確に定めることで、新任者にとって気兼ねなく相談できるなど、新任者の精神的負担の軽減につながる。
〇引継ぎに係る校区民児協会⾧の負担を軽減することができる。
○退任した委員の身分や保障が明確になる。

地域福祉推進の中核を担う市社協への支援強化（Ⅱ）

民生委員・児童委員活動の負担軽減（新任民生委員・児童委員サポーター制度の創設）（Ⅲ）


